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令和８年５月 19 日 
課　名　商工労働局自動車・新産業課 
担当者　課長　出射 
内　線　3361

 　 

 

 

競争力強化研究開発等支援補助金の採択について 

１　要　旨 

　　物価高騰や米国関税措置による県内製造業者等への影響を勘案し、令和７年度 12 月補正にて予算措

置した「競争力強化研究開発等支援事業（競争力強化研究開発等支援補助金）」については、４月 22 日

（水）に審議会を開催し、採択先を決定した。 

２　予算額 

　　500,000千円（国庫） 

３　事業目標 

　　研究開発支援件数：15件 

４　採択状況 

採択件数：15件 

 

【採択企業の概要】（地域順）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 
番号 申請者 所在地 研究テーマ

連携機関 補助 

予定額  事業管理機関

 
１

広島アルミニウム工業 
株式会社 広島市

軽量化と静粛化を両立する樹脂製ATF
オイルパンの開発

― 33,616

 
２ 株式会社上万糧食製粉所 広島市

長期保存・災害備蓄に対応する、即席
白がゆのもとの広口パック精密充
填・完全密封技術の開発

― 47,750

 

３ 株式会社久保田鐵工所 広島市
次世代住宅設備用電動ウォータポン
プの開発、および事業化

国立大学法人 
岡山大学

33,839  公益財団法人  
ひろしま産業振興 

機構

 
４ 株式会社ヒロテック 広島市

樹脂/金属接合による新機能複合製品
の科学的品質保証技術および評価シ
ステムの開発

国立大学法人 
秋田大学 18,399

 ―

 
５ シグマ株式会社 呉市

多段冷間鍛造フォーマーとサーボプ
レスを融合した複合鍛造プロセスの
開発による構造的原価低減

― 33,245

 
６

サンセイジェネリック 
株式会社

福山市
最先端半導体製造装置向け高効率・超
高速制御型大容量プラズマ電源の開
発

― 43,250

 

７ 株式会社御幸鉄工所 福山市 大型微小重力装置の開発

―

48,424  特定非営利活動法人
ビジネスサポ―ト･

Bingo

 
８

ヤスハラケミカル 
株式会社

府中市
タイヤ用樹脂原料リモネンの原価低
減に関わる生産技術等の開発

―

22,502  特定非営利活動法人
ビジネスサポ―ト･

Bingo

 
９ 株式会社サンエー 三次市

高精度・高耐久燃料センサの実用化技
術開発

国立大学法人 
福井大学

47,614
 ―

 

10
ダイキョーニシカワ 

株式会社
東広島市

自動車内装加飾部品の意匠性を革新
する低コスト・低環境負荷成形技術の
開発

―

27,766  公益財団法人 
ひろしま産業振興 

機構
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＜参考＞　公募の概要 

(1)競争力強化研究開発等支援補助金（令和７年度12月補正額：500,000千円） 

 

(2)公募期間 

令和８年１月９日（金）～令和８年３月 13 日（金） 

(3)事業期間 

令和８年５月１日（金）～令和９年２月 28 日（日） 

 
11 株式会社山本製作所 東広島市

画像認識全数検査システムと成形条
件の多台数再現技術の確立による自
動車用シートクリップの原価低減に
向けた生産技術開発

― 28,420

 
12

株式会社 
マテリアルゲート

東広島市
小型・軽量化に資する単分子誘電体コ
ンデンサ材料の開発

― 32,173

 

13 株式会社ウッドワン 廿日市市
感性工学評価モデルの構築と UX 設計
を軸とした高付加価値建材の開発

―

14,037   公益財団法人 
中国地域創造研究セ

ンター

 
14 株式会社明光堂

安芸郡 
府中町

高精度尖頭加工技術の確立に向けた
製針機械装置群の自社設計開発

― 38,074

 

15
株式会社 

キーレックス・ワイテッ
ク・インターナショナル

安芸郡 
海田町

「任意ビームモード可変制御 LASER
ヘッド」の開発と、既存部品の高度化
およびギガキャストに対抗するホッ
トスタンプ TWB 一体成型工法の確立

―

30,196
 公益財団法人 

ひろしま産業振興 
機構

 合　計 499,305

 

目的

長引く物価高や米国関税措置による影響など、不確実性が高く、厳しい経営環境下に

おいても、研究開発などの競争優位性獲得のための投資を減退させることなく、高付

加価値な製品開発に加え、原価低減に向けた生産技術開発等を促進することにより、

自動車を中心とした県内製造業者等の競争力強化を図る

 

補助対象事業

・高付加価値な製品開発や、原価低減に向けた生産技術開発等を推進するために、取

り組むべき課題と解決構想が明確になっている開発を行うものであること 

・県内経済・雇用への波及効果が見込め、事業終了後おおむね５年以内の事業化及び

事業化後の企業の付加価値額向上を目指したものであること 

・県内製造業等においてものづくりの高度化に資するものであること

 

補助対象者

・広島県内に事業所を有し、資本金の額又は出資の総額が 100 億円未満の会社及び個

人であること 

・物価高騰や米国関税の影響を受けていること 

・事業管理機関: 高付加価値な製品開発に加え、原価低減に向けた生産技術開発等の

進行管理等を行う産業支援機関

 
補助限度額

・県内製造業者等：5,000万円（補助率：中小企業は２/３以内、中小企業を除く資本

金の額又は出資の総額が100億円未満の会社及び個人１/２以内） 

・事業管理機関：進行管理を行う事業の10/100に相当する額（補助率：10/10以内）


